
◯主に給与所得者の方の例

平成　　年度　給与所得等に係る市民税・県民税　特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用）
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増 減 額 （ ⑧ - ⑫ ）
変 更 前 税 額 ⑫

差引納付額（⑧-⑪-⑨、⑩）

既 納 付 額 ⑪
既 充 当 額 ⑩
控 除 不 足 額 ⑨
特 別 徴 収 税 額 ⑧

均 等 割 額 ⑦
所 得 割 額 ⑥
税 額 控 除 額 ⑤

税額控除前所得割額④

均 等 割 額 ⑦
所 得 割 額 ⑥
税 額 控 除 額 ⑤

≪利用者負担額（保育料）階層区分算定の基となる市民税額について≫

利用料算定の基となる市民税額

＝市民税・税額控除前所得割額④－※調整控除額（⑤税額控除額の一部（例えば1,500円））

※市民税・税額控除額⑤には調整控除、寄付金控除、住宅借入金等特別控除、配当控除、外国税額控除、

配当割・株式譲渡所得割額控除の額が含まれますが、税額控除前所得割額④から差し引くのは

調整控除の額のみです。

市民税・税額控除額⑤に含まれる調整控除額の算出方法は特別徴収税額の決定通知裏面をご確認ください。

通知書の様式は市区町村ごとに異なります。



◯主に事業をなさっている方の例
（申告をして納税通知書により税金を納めている方）

平成　　年度　市民税・県民税　納税通知書

　平成　年　月　日

名古屋市　　　市税事務所長

この税額は平成○年中の所得に基づき計算したものです。

1 所得割額の内訳 2 差引納付額の計算
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⑧名古屋市市税減免条例による軽減額
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⑤配当割額控除額等 円 円
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≪利用者負担額（保育料）階層区分算定の基となる市民税額について≫

利用料算定の基となる市民税額

＝②算出所得割額（市民税）－③調整控除額（市民税）

※利用料算定の基となる市民税額には、次の控除は適用しません。

（寄付金控除、住宅借入金等特別控除、配当控除、外国税額控除、配当割・株式譲渡所得割額控除）

通知書の様式は市区町村ごとに異なります。

利用料は市民税額を基に算定します。県民税額は含まれません。


